
要介護・要支援認定を受けている方

介護予防・生活支援サービス事業対象の方 へ

をお送りします介護保険負担割合証介護保険負担割合証

要介護・要支援認定を受けている方や介護予防・生活支援サービス事業対象の方に、「介護保険負担

割合証」をお送りします。適用期間は令和６年８月１日から令和７年７月３１日の１年間です。

介護保険サービスを利用する際は、「介護保険被保険者証」と、今回お送りした「介護保険負担割合証」

の２枚をケアマネジャーやサービス事業者に提示してください。

※月々のサービス利用の利用者負担には上限額があります。上限額を超えた分は高額介護（介護予防）サービ

ス費として後から支給されます（対象の方には、サービス利用のおおむね３か月後に区から申請のお知らせを

お送りしますので、必要事項を記入のうえ提出してください）。

利用者負担割合が変更となる方には、新しい利用者負担割合が記載された「介護保険負担割合証」をあらため

てお送りします。 

利用者負担割合が変更となり、介護給付費の過大給付または過少給付が確認できた場合は、差額分の精算を

します。

利用者負担割合が変更となるケースの一例

①収入金額や所得金額などの情報に更新や変更があった場合

適用期間開始日である８月１日に遡って変更となります。 

②世帯構成などに変更があった場合

変更があった日の翌月（変更日が１日の場合は当月）から変更となります。 

利用者負担割合は変更となる場合があります

（裏面もご覧ください）

住所、氏名、生年月日

に誤りがないかご確認

ください。

１割～３割までの利用

者負担割合が記載さ

れています。利用者負

担割合の判定の流れ

については裏面をご覧

ください。

適用期間は８月１日から

翌年７月３１日までです。 



1 割

1 割

1 割

1 割

2 割

2 割

3 割 3 割

※１ 収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や社会保険料控除などの所得控除を
  する前の金額です。分離課税所得も含まれ、繰越損失がある場合は繰越控除前の金額をいいます。土地建物等の
  譲渡所得がある場合は、合計所得金額より特別控除額を除いた金額になります。
   平成 30 年度税制改正における給与所得控除、公的年金等控除の 10 万円引き下げおよび基礎控除の 10 万円引
  き上げを踏まえ、令和３年度より給与所得の金額および公的年金等に係る所得の金額の合計額から 10 万円を控除
  します。なお、給与所得および公的年金等に係る所得の合計額からの 10 万円控除については、令和３年度負担割
  合証より適用となります。
※２ 老齢基礎年金、国民年金、厚生年金、共済年金、年金恩給などが該当します。

○ 給付制限を受けている方で、上記１、２割に該当する方は３割負担に、上記３割に該当する方は４割負担となります。

《問い合わせ先》 世田谷区 介護保険課 資格保険料係

〒154-8504 世田谷区世田谷４－２１－２７

電話 ０３－５４３２－２６４３ FAX ０３－５４３２－３０４２

電話番号のかけ間違いにご注意ください。

利用者負担割合の判定の流れ

本人が住民税を

課税されている

本人が住民税を課税されていない、また

は生活保護を受給している

本人の合計所得金額※¹

が１６０万円以上

同一世帯に６５歳以上の方がいる 同一世帯に６５歳以上の方が自分のみ

本人の合計所得金額※¹

が２２０万円以上

本人の合計所得金額※¹

が２２０万円以上

いいえ
いいえ

６５歳以上である

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

いいえはい

はい
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いいえ

いいえ
いいえはい

はい

はい

同一世帯の６５歳以上の方（本人含む）全員の

が３４６万円以上
が２８０万円以上

同一世帯の６５歳以上の方（本人含む）全員の

が４６３万円以上
が３４０万円以上
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